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ⅤⅠⅠⅠ大不況下のグヲッド．ストン財政  

ⅠⅩ むすび  

Ⅴ グラッドストンの国債政策   

1．問題の所在   

グヲッドストンの国債政策としてイギリス国債政策史上著名なものは，1853年におこな  

われた3％コソソルを中心とした国債の低利借換，1854年度に．おけるクリミヤ戦費調達に 

さいして主張されたといわれる国債排撃論，そして1866年におこなわれた永統年金の有期  

年金への借換の3つである。本稿では，まず，グラッドストンの国債観として有名なクリ  

ミヤ戦費調達にさいしての国債排撃論をとりあげる。そのつぎに，1853年の低利借換えと  

1866年の有期年金の創設をひとまとめにして論ずる。なぜなら，それらの借換は自由主義  

段階の国債政策という観点からみて，同一・系統のものであるからである。  

詳 予定では「ⅠV1853年のディズレイリイの予鈴」紅つづいて，グラッドストンの1853  

年度予算の分析をはじめに．すえる「グヲッドストンの租税政策」をとりあげるつもりで   

あったが，準備の都合上それは後に．まわすこと紅した。   
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クリミヤ戦争の時のグヲッドストンの国債観についてほ1つの古くからの定説がある0  

その定説とは，グヲッドストンがクリミヤ戦費を調達するにあたってそれは租税によって  

調達されるぺきであり，決して国債紅たよって∴ならないとして絶対的な国債排撃論を主  
（1Sl）  

張したとするものである。この定説は，イギリスに．おいては1862年のノースコ－ト氏を囁  
（182）  （138）  （134）  （135）  

矢とし，バクストン氏，モーリL－氏，リーズ氏，八一・スト氏，ハーグリ－・ブス氏と継承され  

ている。グラッドストンの国債排撃論を主張する全ての論者が引用する「議会の討論にお  
（1S¢）  

ける古典的個所」を示しながら定説をもっとも簡潔に説明するり－ズ氏ほ．，「1854年に彼〔ブ  

ラッドストン〕は，戦費は租税に．よってまかなわれるぺきであり，子孫に負担を転嫁する国  

債によってまかなわれるべきではないと主張して大論争をひきおこした。この命題をささ  

える彼の議論は，1つは道徳的配慮に1つほ経済的なそれに．もとづいていた。彼ほ『戦費は  

全能者が多くの国民に内在する野心と征服欲にすすんで課した道徳的規制である。そ  

れ〔戦争〕が要求する経費を毎年毎年〔：租税で〕必ずまかなわなけれぼならないことが，有益  

な全面的規制となり，人々紅彼らがあて紅している利益の原価を勘定させるのです。』と宣  

（131）「1854年の討論によってひきおこされた非常に．重要な問題は，戦費調達の仕方に関   

するもの，すなわち，それが租税に・よってまかなわれるか国債によって革かなわれる  

かであった。グラッドストン氏は，周知のように．，前者の主張を熱心に．おこなった。」   
（Northcote，Si声S・H・：Twenty Yearsof FinancialPolicy，London，1862・  
pl）257～258．）  

（132）Buxton，S．：Mr．Gladstone，aS Chancellor of the ExchequerA Study，  

London，1901pp．．18～21 

（133）MoIley，，．：The Life o董William Ewart Gladstone，London，1904，VOlルⅠ．p巾   
515・ただし，モーサー氏はグラッドストンの国債排撃論に・ほ「秘められた留保条件」   

（Mo【1ey，．丁… ‥Ib札pl．516．）があったという注目すべき発言をし，らぎのようなグ  

テッドストンのノ－スコ」－トあての手紙を引用している。クリミヤ戦争の数年のらの   

ノースコートあての手紙においてグラッドストソは「全ての戦費は租税に・よって調達  
されるぺきであるという－・般原則を私が主張したとあなたはいわれるが，私は知らな  

い。 ●●●●●  私は〔1854年〕5月8日の演説で‥‥まず第1に．自身の財源を使って努力   
するのが国の義務であり，政策であると申したのです。」（傍点ほ原文イタリック）と  

いっている。この手紙は グラッドスノトンが全面的に周措を拒否したという定説に・大  
幅な修正を加えることを要求しているように思われる0  
（1早4）Hirst，F．W．：Gladstone asFinancierand Economist，London，1931・pp“159  
′｝160，162 

（135）「グラッドストンは，ノ1854年の有名な予算演説紅おいて，国潰に・たよらず紅出来う   

るかぎり進むのが私の考えであると言明した。彼は，自制を欠いたともいえる言葉で  
あらゆる借金政策を非難した。」（Hargreaves，E，L．：The NationalDebt，London，   
1966〔Firsted。，193町．ppハ168～169）  

（136）Morley，J。：Op．Cit．，p．516 
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（1き7）  

言した。」といっている。また，わが国では武田教授が，「1854年のクリミヤ戦争の時紅お  

いてさえ．，グラッドストンほ公債に．よる戦費調達の制度ほ『国民に．たいする体系的かつ連  

続的詐欺の最たるものである』として，公債を発行せよという強い要求をしりぞけつつ， 
（138）  

戦費を租税収入によってまかなおうとしたのであった。」と主張し，イギリスの論者の  

説に従っている。   

しかし，私はこの定説に疑問をもつ。なぜなら，国債排撃を主張したと定説がいう1854  

年3月の予算演説の2カ月後に．提出された追加予算演説において，グラッドストン自身「わ  
〈139）  

れわれほ，国債を募集すべきでないと3月の議会では決して公約しませんでした。」ときっ  

ばり言明しているからである。そこで，プラッドストンの真意はなにかがまず第1に・究明  

されなければならない。   

ところで，バクストン氏は，国債排撃論はグラッドストン1人のものではなく，クリミ  

ヤ戦争期間中全般的に支持されたと考えているようであり，クリミヤ戦費は国低でなく租  

税によって大部分まかなわれたとして，高く評価する。すなわち「戦争のすぺての直接経  

費ほ，約70百万ポンドであり，そのうち，38百万ポンドは増税によって支払われた0そし  
（140）  

て，わずか32百万ポンドが国債に付加された。これは非常に賞賛に．値する行為である。」こ  
（141〉  

のような見解ほ，わが国の武田教授もとっている。たしかに，クリミヤ戦費は，租税によ  
（142）  

ってまかなわれた割合が比較的大きかったのは事実である。しかし，クリミヤ戦争中の世  
（143）  

論は必ずしも国債排撃ではなかったことが，最近アンダ・－スソ女史の研究に・よって明らか  

（137）Rees，）．F∴AShortFiscalandFinancialHistor’yOfEngland，1815～1918，  
London，1921‖p小122 

（138）大内兵衛・武田隆夫：く経済学全集ⅩⅠⅤ＞『財政学』弘文堂，昭和30年初版，YLllpγ   
111貢。  

（139）3Hansard，CXXXIIl146l 

（140）Buxton，Sl：Op．Cit．，p‖21 

（141）ただし教授は，バクストソ氏と若干視点がことなり，クリミヤ戟争の国債排撃論   
を自由主義段階の国債政策の特色の1つとして規定している。日く，「戦役の戦貿約76   
召万ポンドのうち，公債の発行に．まったものは約40百万ポンド（53％弱）であったとい  
うことは，それ以前の戦争に．も，それ以後の戦争にも見られないことであって，やは   
りなお，この自由主義段階の現象と見うるのである。」（大円・武田‥前掲沓，111貢・）  

（142）クリミヤ戦争およびそれ以前の5つの戦争経費に・おける公債のしめる割合をあげる   

と，1688～97年50％，1702～13年58％，1739～48年67％，1756～63年71％，1776～85   
年95％，1793～1815年51％，1854～57年46％である（Anderson，0・：Loanversus   
Taxes，British FinancialPolicyin the Crimean War，Economic壬Iistoz・y  
ReviewL．2nd Ser．，VOl．XVI。No‖2‖Dec。，1963‖p”318Lfn．・4…）  

（143）AndeI■SOn，0．：1b埴・   
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に．されつつある。そこ／で，女史の研究にもふれつつ，クリミヤ戦争期間中の国債にたいす  

る世論をみたい。   

グラッドストンの2つの借換は自由主義段階の最盛期といわれる19世紀中葉であるが，  

19世紀自由主義段階の国債政策の特徴づけに・関して，わが国紅ほ1つの説がある0それは  

武田教授によって主張されているものであり，イギリス自由主義段階の国債政策の特色を  

】‾公債排撃」と規定する。教授は，19世紀中英を国債発行の抑制，償還の時代とみなし・  

「1840年代以降に．おいてほ公債の低利借換えがあいついで精力的におこなわれたのであっ  
（144）  

た。」という。ところが，イギリスのハーーグリ－・ブス氏は，教授とは逆に「諸要因の奇妙な  

結合によって1830～60年代の期間に．おいては国債償還問題のはとんど完全な無視がもたら  

し14さ） された。」と1930年に．規定している。たしかに，借換政策だけをみても1840年代以降におい  

ては，18由年のグールバ－・ンの借換えとはとんど失敗に．おわったとみられる1853年のグラ  

ッドストソの借換えとの2匡ほけであり，武田教授の主張は事実認識の点に・おいですでに 

疑問がある。そこで，まず第1に．，自由主義段階の国債政策の特徴ほ．な紅かを明らかに  

し，そのうえでグヲッドストソの2回の借換政策を分析したい0  

2。クリミヤ戦争とグラッドストンの国債政策  

1854年魔の予算は，1854年3月6日－－－－ロジャに最後通牒が発せられた1週間後，そし  

て．，25，000人の遠征隊がクリミヤの地へ派兵されることに決定していた時 】 という例年  
（146）  

より1カ月早い時期に「事態の重大さ」にうながされ提出された。1854年度の歳入ほ53，  

349，000ポンドであり，歳出は東方への派兵蟄1，250，000ポンドを含めて56，189，000ポンド  

であった。その結果2，840，000ポンドの赤字がでるが，これをいかにして一塊めるかが予静  
（147）  

演説の最大の論点であり，そこに．おい■て，「グラッドストソ伝説」とまでいわれる著名な国  

偵排撃論が展開される。   

グテッドストンが2，840，000ポンドの赤字を補填する托さいしてまず欝1に強調したこ  

とは，彼が前年おこなった間接諸税の減税を駄目にしないように．ということであった。彼  

（144）大内・武田：前掲書，110真。  
（145）Hargreaves，E・L：Op・Cit・・p・r1731・わが国では加藤三郎氏が，1830～60年代   

における国債政策の特色を「国債償還にたいする無配慮」（加藤三郎：「第1次大戦   

前におけるイギリス国債間題一主としてコンソルをめぐっで－（1）」，＜季刊＞   

F儀済学論集』欝29巻第3号，1963年10月，28貢・）と規定している0ただし，その理由  
に．ついてはハーグリ－グス氏と若干ことなる。  

（146）3HansaT■d，CXXXI‖ 357・  

（147）Anderson，0ト ‥Op．Citい，p・、321 
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ほ，前年に．関税，消費税の5，315，000ポンドにのばる大幅減税をおこない，それによって  

1854年皮に．も約1，500，000ポンドの間接税の減税が実施されるはずであった。したがって  

「まず第1に，本委員会は，未だ現実の効果を発揮していないけれども，法律が施行せら  

れることになっでいるこれら租税の軽減を妨げることによって，この赤字を埋合せるこ．と  
（148）  

に．ほ同意しないであろうと私は膚じて言おります。」この発言ほ，ピールの弟子と自ら称して  

貿易自由化のための減税に尽力し，自身前年に・大幅な闘魂・消費税の軽減をおこなったも  

のとしてほ当然である。そして，グラッドストンは，ピ－ル以降の関税，消費税の減税政  

策を断固守るという決意を披渾し，「■ゎれわれは，国の間接税に．銀一文つけ加えることも皆  
（エ19）  

さんに勧めることはできませんし，い、たしません。」という。つまり「われわれがなにを行  

おうとも，産業（tIade andindustry）にできるだけ混乱をあたえザに行うように努める  
（150）  

べきであるということは全く当然のことと私ほ考えております。」というわけである。   

つぎに．，グラッドストンは，戦費を租税によってまかなう決意をするのが正しいか，そ  

れとも子孫に負担を課する形でまかなうのがよいかという蛋大問題があるとのぺ，「私の確  

信するところでは，現在本院内と全国に．ほ国債のために金融市場にうったえ．ることはどう  

してもわれわれがとらなけれほならないコースではなく，それ故われわれ紅は不向きであ  
（151）  

るという強い主張がある。」という。すなわち，国債募集をおこなって．赤字をうめることは  

しないとする。しかし，注意しなければならない。グラッドストンは続いて次のようにい  

っている。そして，イギリスおよびわが国の論者が単純にグラッドストンを国債排撃論者  

と規定したのは，次のグラッドストンの主張を看過したからである。白く「‥政府が，  

本院が，そして国が，戦費は増税によって負担すべきであるという無条件の公約又は不動  

の決議をすることはできない。しかし，われわれが，とれをすること，、この間題紅勇断を  

ふるうこと，すをわちこの負担〔増税〕が原則と両立するかぎり，そしてその年魔のサ・－サ  

ィス紅必要な支出が年度内紅徴収されるかぎり，われわれほ国債制度にたよらないであろ  

（152） うということを決定することはできます。」グヲッドストソは，定説の琴解するように戦費  
を国債にたよらず，租税のみでまかえとは決していっていない。彼は，戦費を増税のみに  

●●●◆●●●  
よってまかなうぺきであるというような無条件の公約はできないという。彼は条件付きで  

（148）3Hansat’d，CXXXI，370．  
（149）王bid．，371～372 

（150）Ibid．，37女．  

（151）Ibid．．，373 
（152）Ibid．，373．   
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…＝…t●●● 
＝…●●●●●●●● クリミヤ戦費を租税によって：まかなうことを認めたのである。その条件とは，戦費が年度  

内の増税によってまかなえる程度の大きさであり，「虎則と両立するかぎり＿Jである。「原  

則」とは，いうまでもなく，増税によって産業匿混乱をあたえ．ない範囲内であるとと，  

具体的に．は間接税の増税ほしないということである。グクッドストンほ，ピ・－ル以降の関  

税，消費税の減税の趨勢を逆転させないように．と考えたわけである。   

グラッドストンが国債募集をできるだけ回避しようとした根本的な理由㌢ま，イギリスの  

特殊的な国債間題に求められる。彼は国債それ自体にほ決して反対しない。彼は，国債  
（158）  

には「非常な便益（董ive hundIed conveniences）」があることを認め，イギリス以外の  

国が国債を募集することには反対しない。すなわち「他の国が〔イギリスと〕ことなるコー 

スを追求することほ全く妥当なことであります。われわれほ彼等紅規則をおしつけはいた  
（柑4）  ● ◆ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●．● ●．．．． ．．．．．．．．  

しません。」では，何故グヲッドストンが国債募集に反対サーるかといえば，イギリスの国債系  
●◆＝＝＝ 

…＝＝○＝…L● 槙の彪大さのためであり，経費にしめる国債利払費の大きさのために財政が硬適している  

からである。国債元本の大きについては，国債を多くの利点をもつものと認めながら「諸  

君が75p，000，000ポンドのコソソルを保持しているかぎり，諸表ほ十分にこの便利なもの  
（155）  

を持っていると私ほ思います。」という。そして，他国に比較して．のイギリスの国債負担の  

重圧紅ついて目く，「フランスの国債はかなり大きいけれども，さしあたりイギリスの国侶  

とは比較できない。まことに・申しあげるのも無念でありますが，国債に関してのわれわれ  

の悲しい卓越はかくのどとくでありますので，われわれは国債の額紅おいては1国のみな  

らず，世界の諸国を全て．合せたよりもはるかにまさっております。国の財務行政にたずさ  

わらなければならない者は誰れでも，いかに多くの悲しむぺき害意が生じたか一国債  

の巨大な，はとんど圧倒するかのような胃の要求のために諸君はいかに多くのひどい重荷  

を人々に背負わすことを強制しているか－いかに多くの役に・たつ仕事を延期せざるを  

えないか，またたとえ開始しても停止しなければならないか－この彪大な永続的な長期  

（153）Ibid．，373 

（154）Ibid・，373－この点は，1鋸6年にも主張されている。アメリカは南北戦争のため紅過   
去4年間に・3，000，000，000ドル（600，000，000ポンド）の国償を累積した。それは驚くべ   
き規模の国放であり，その負担はイギリスより重い。しかし「その国債がアメリカ人に 
とってやっかいなもの紅なるとは私は信じません。」（3HansaI・d，CLXXVIII小394．）   
また，フランスほ，ヨ・一口ツパ最大の国債残高をもつが，「国のばく大な資源と国民   
のエネルギ・－，倹約，そしですばらしい才能」（Ibid．，396い）のために，心配はいらな  
いという。  

（155）3Hansar・d，CXXXIい 374 
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的な国債の巨大なおしつぶさんばかりの重患の故に．，品のよいまじめな仕事のために・諸君  

がささげたいと望んでいる援助をせめば，節約し，そして切詰めなければならないか－ 

を感じるに．ちがいない‥そしで，私は，′現在本委員会がその重荷を更に．増加する用意はな  
（156）  

いと確信して－います。」   

このような考えをささえる論理として国債募集の欠陥が指摘される。欝1に，J一・S・ミル   

の1．文を引用しながら，戦費を増税によって調達するならばその税源は余剰資金である  

が，国債を金融市場で募集するさいに．ほ産業活動のための資金が吸上げられるという主張  
（1571  

紅ほ「大J、なる真理」があるという。第2に・，．丁・・M．マカロックの国債制度は本質的紅欺  

瞞であり裏切りであるという1文を引用し，マカロックの国債反対論は「全く正当であ  
く168）  

り，満足すべきものである」とのぺる。第3に，戦費を租税で調達することめ積極的利  

点紅言及し，戦費調達のための増税は好戦気分を抑制すると主張する。   

以上のよう紅，間接税の増税と国債募集を拒否したグラッドストンは，赤字埋合せ 

源を所得税に．求めた。なぜなら所得税こそ「戦争が必要とするものの－はとんど全部と  
（159）  

いう積りほないが一大部分をまかなうエンジン」であるからだ・bそこで，所得税率の上  

半期倍増（ポンドあたり7ぺン云から1レリング2ぺソスへ）が提案され，3，307，000ボン  

ドの増収がもたらされることになった。かくして，グラッドストンは，間接税の増税と国債  

発行を回避し，2，840，000ポンドの赤字を467，000ポンドの黒字に転じること紅成功した？  

1854年3月把捉出された予算では長期国情の発行鱒おこなわれなかったが，短期融通国  

債たる大蔵省証券1，750，000ポンドの発行が実施された。大蔵省証券発行の理由は，第1  

に，黒字が少額なのでもし軍事費の増額が要求された時に・はそれ紅対処できないこと，欝   

2に．，赤字補填のための所得税の増税が実際に．国庫に入ってくるのは，クリスマス以降に   

なるのに対し，歳出の大部分は年度早々に支出されるから，その間の財源を獲得するとい  
く180）   

うことである。そして，グヲッドストソは，「適度の，かつ理由のある赤字証券の使用は，   

国の福祉に矛盾せず，公信用の維持と合致するのみならず全ての関係者にとって最も便利  

（156）Ibid．，374～375．  

（157）Ibid・，375一・Cf．3Hansard，CLXXVII・397・  
（158）3Hansard，CXXXI．376．Cf小 3Hansard．．CLXXVIII．397．  
（159）3HansaI・d，CXXXI．377．  

（160）Ibid．，383～3朗．すなわち「それら〔大蔵省証券〕は，諸君が認可するであろう支出   

（Supplies）を予想して発行される。そして，税収があがり，大蔵省証券がきめられた   

期間適用したあかつきに．，それらは実現された税収から弁済されるであろう，そして，  

それ以上はわれわれの目にはほいらないであろう。」（Ibid．，386い）   
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（161）  

である」とした。  

1854年度の予算演説の20日後イギリス，フランスはロジャにたいし正式に宣戦布告をし  

た。そして，5月8日に追加予算演説がおこなわれた。追加経費は陸海軍経費その他の合  

計6，850，000ポンドである。この経費をグヲッド．ストンほ3月と同様に増税によってまか  

なおうとした。   

3月の本予算と比較して．5月の追加予算に偲注目すべき3つの見解ないし政策の変化が  

うかがわれる。欝1は所得税の増税に枠をはめたこと，第2は間接税の増税をおこなった  

こと，第3は国庫債券の発行を提案したことである。まず所得税の増税紅、ついて0彼は，  

所得税の上半期の増税を戦争期間中継続することを提案した。その結果，1854年度の下半  

期紅は，3，250，000ポンドの増収がえられる。しかし，グラッドストソは追加経費全額を  

所得税の増税によってこまかなわなかった。そして，1853年皮予鈴演説および2カ月前の  

1854年皮予界演説において，戦車をまかなう有力な財源とみなした所得税に枠をほめてし  

まった。当時所得税率を10％つまりポンドあたり2シリング位に・引上げて所得税の増税だ  

けによって追加予鈴をまかなうという主張もあった0しかし，彼は「政府は，戦争のため  

の所得税の値うちを知って．いるし，その目的遂行のための道具としてそれを利用するこ  

とに．気がむかないわけではないということを自ら示したと私は思うが，しかし，それはど  
（162〉  

極端に所得税を自分に都合よく利用しようとは思いません。」といい，追加予鈴の3分の2  

だけを所得税でまかなう積りであると主張した。   

かくして，所得税の増税で埋合せできない部分は間接税の増税に求められた0これは，  

間接税を錐一文増税しないという3月の主張から大きくそれる事柄である0もっとも，予  

算演説に．おいてグヲッドストソは「国家目的のために調達することが必要な税収額と比較  

して，出来るかぎり貿易をさまたげず，人々の無心な芋受を，つまり消費をできるだけ妨  
（16さ）  

げない方法で，“それ〔間接税の増税〕を行なうように努める」という0そして，前年減  

税した郵税と茶税の増税，前年廃止した石けん税の再課税，およびタバコ税の増税を拒否  

して，と紅かく ピ・－ル以降の間接税の減税路線を逆転させないように配慮する0 そこ  

で，間接税の増税は，第1にアイルランド，スコットランドの飲料税の増税，第2紅保  

税倉庫における砂糖加工制度の変更による増税である。それらの増税ほ700，000ポンド0  

（161）Ibid．，1173・Marcb21，18弘 

（162）3Hansard，CXXXII．1488 

（163）Ibidり1452   
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第3の，そして最大の増税は麦芽税率の引上げによる2，450，000ポンドである。所得税  

とならんで追加予算の大半をまかなう麦芽税増税の理由は，戦費の－・般庶民への配分であ  

る。すなわち日く「…戦争は・－一諸君ほその経費の大部分を〔所得税によっで〕国の富  

裕階級に．まさしく課そうとするけれども，それほ特定の1階級のために．行なわれるのでは  

なく国家的利害と国家的名誉のために行なわれるのであるから一社会のととなった階級  

の間に．正しく分配されるぺき経費であります。このような見方に．たてば，麦芽商品ほ諸  
（184）  

君の考えに．ふさわしいものです。それははとんど全ての者が消費する商品です。」   

これらの間接税の増税ほ，貿易自由化のための間接税の減税をただちに逆転させるもの  

ではない。しかし，それは，間接税の増税を否定した3月の発言を大きく修正するもので  

あり，戦費を国債ではなく租税に．よって調達するとしたさいの留保条件たる「原則」に抵  

触する第1歩であることは明らかである。したがって，早晩グラッドストジが国債に戦費  

の財源を求めざるをえなくなることが推測されよう。   

追加予算は所得税の増税と麦芽税の増税を主柱とする間接税の増税とによって．まかなわ  

れた。しかし，グラッドストンは，追加予算においてその他軋短期国境たる国庫債券  

6，000，000ポンドの発行を提案した。国庫債券発行の理由は3月予算における大蔵省証券  

発行の時と同趣旨である。算1は，不況紅よる税収入の鈍化や戦費が予想以上に増大する  

おそれのあることなどにより「戦争の第1年目に入るに．あたって，十分な現金をわれわれ  
（1¢う）  

が使えるように．しておく」ためである。欝2ほ，追加予穿のための増税6，850，000ポンド  

のうち1854年庚申紅国庫町入るのはわずかに2，840，000ポンドであり，大部分の4，000，000  

ポンドが未収納になるということである。   

国庫債券の発行に／たいして，グテッドストンほ，国依を発行しないと言明した3月の予  

鈴演説とくいちがうではないかと議会に．おいて追及された。これにたいして，グラッドス  

トンほ「われわれほ国債を募集すべきではないと3月の議会紅おいて決して公約しません  
（166）  

でした。」と反論する。たしか紅，グラッドストンは，すでにみたように国債を発行しない  

とほ決してのぺていないのである。国庫債券それ自身については，グヲッドストンほ．これ  

を国債とは考えない。すなわち，「この国で通常理解されている国債は，永続年金の売却で  

（164）Ibid．，1456巾  

（165）王bid．，1459．  

（166）Ibidハ，1461・   
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（167）  

あり，借手の随意叱よってのみ，ある一億期間をきって償還されるもの．」である。ところ  

が，国庫債券は「認可されたが，まだ現実に徴収していない税収をあてにして，国家経費  
（168）  

の1時的当座の準備をすること」である。そしで，6，000，Odoポンドの国庫債券のうち  

2，000，000ポンドほ1858年に，更に2，000，000ポンドは1859年に，最後の2，000，000ポンド  

は1860年にそれぞれ額面で償還される計画である。したがって，「それ〔国庫債券〕ほ新しい  

国債（new stock）の創造ではない。それは，必然的に・それ自身の性質から判断して，そ  

の形態と性格において永続的国債の契約ではありません。それは，充当される需要（need）  

が一博的であるから暫定的契約である。それほ国の無基国債に属し，大蔵省証券の形  
（1¢9）  

よりもより永続的な形である紅すぎません。」   

たしかに，国庫債券はグヲッドストンの主張するような性質のものであるが，結果的には  

永続年金と同じものになった。すなわち，計画どおりに．，国庫債券ほ償還されなかったの  

てある。「これらの国庫債券ほ決して償還されなかった○その代りにそれらは有基俄につけ  

加えられ，1860年把．おける責任者であったグラッドストソ自身はシリーズの1つ〔6，000，  
（170）  

000ポンドの国庫債券のうちの2，000，000ポンド）を償還するかわり紅減税をおこなった。」  

したがって，事実上はグラッドストソも国債を発行したことになる。   

以上がグヲッドストゾ蔵相に．よっそ：クリミヤ戦争中に∴ねこなわれたこと柄である。そ  

して，クリミ．ヤ戦争遂行途上の失敗の貴任をとって，アバディ－ン内閣は辞職レ 代って  

第1次パ－マストソ内閣が1855年3月に成立した。蔵相はル－・ウィス（Lewis，Sir G．）で  

ある。   

ルークィス蔵相は，戦費調達にあたっての問題は戦費を租税収入で全てまかなうか否か  

にあるのではなく，租税と国債とのいかなる割合でもってまかなうか把あるという見解だ  

った。この主張は，戦費を増税に．よって全てまかなうという無条件の公約を拒否し，条件  

っきで戦費を租税によって女かなうこと，換言すれば戦費を国債発行紅よってまかなうこ  

とも十分ありうるとしたグテッドストンの考えと大差はない。そして，戦費調達にあたっ  

ては産米にできるだけ混乱をあたえないようにと力説したグラッドストンと同じよう紅，  

（167）Ibid．，1462。  

（168）Ibid．，1462 
（169）3HansaI■d，CXXXIII・763．May2，1854 
（170）Anderson，0・：Op・Cit・，p・315…このことは1862年に・ノ1－・スコ－・ト跨がすで紅 

指摘し・ている（Northcote，Sir S．斑．：Op．Cit．，pp．253～4．，）Cf．Rees，，．F．：  
OpCit小，ppり121～122．   
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ルークイスは「企菜を掛、，産巣を混乱させ，又資本の正常な転置紅干渉する租税ほ，政  
（1Tl）  

府庭．よって募集される国債よりも社会にとってはより有害である．Jとのぺた。また，ルー  
（172）  

ウイスほ，戦時増税がすでに社会紅害悪をあたえほじめたと考えていた。したがって，彼  

は戦費の大部分を国債によって．まかなう方針をとった。   

ルーウィス蔵相ほ，1855年度予界を同年4月20日に．提出した。歳出は86，339，000ポンド  

であり，歳入は63，339，000ポンドであった。この差23，000，000ポンドのうち，16，000，000  

ポンドを国損発行で，4，000，000ポンドを増税で，残り3，000，000ポンドを大蔵省証券でま  

かなうことを提案し，承認された。戦費の大部分を国債発行に．よって凄かなうというルー  

ウィスの提案にたいして，グラッドストγは賛意を表し，ト・・かなり前から…戦費の増  

大が規制不可能になって以来ずっと一私は，政府がその年の経費のかなりの部分を国債  

によって調達するのは必然的であるということを十分に・知っていました。・そ・して，私は，  

蔵相が国債にたよったからといってとがめることほできないということを申しあげる横  
（1、73）  

りでした。」という。事実，アン．ダー・スン女史紅よれば，グラッドストソは引続き蔵相の地  
（174）  

位にいれは，1855年皮把12，000，000ポンドの国債弟集を計画していたという。   

ルー・ウィスは，1855年8月に7，000，000ポンドの国庫債券又は大蔵省証券の発行を要求  

した○翌年の2月紅は1，500，000ポンドの追加予算が提出され，蔵相は5，000，000ポンドの  

国債発行を認可するよう議会紅要求した。この追加予算について，グテッドストンは「私  

は，噂敬すべき友人たる蔵相の処置については次鵬をはとんど見出しえないことを薯白し   
（17さ）  

ます。」とのべ，全面的な承認をあたえた。   

そこで，問題は，なぜグラッドストンが戦費の大部分を国依発行紅求めるルークィスの  

政策に．賛成をしたのかである。この原因紅ついてはグラッドストン自ら1855年4月20日，  

26日の議会（下院）においてのぺている。  

グラッドストンは，「戦費ほ法外でないかぎりその年の租税から支出されるべせであ署  
（177）  

という原則を依然として保持しながらも，この原則の適用紅は「限界がある」ことを認め  

（171）Hargreaves，E．L：Op．Cit・，p・170・  

（172）Anderson，0．：Op・Cit．，p。317 

（173）3Hansard，CXXXVII1594．Apri120，1855 

（174）Anderson，0．：Op．Cit，′，p．316 

（175）3‡王ansaI、d，CXL1246．  

（176）3HansaId，CXXXVIIり1599 

（177）Ibid．，1594 
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る。すなわち「私は，急激な増税が非常に大きな害悪となり，あらゆる人間的社会的関係  
（178）  

にたいする大きな混乱の旗因になる時点が存在することを認めます。」彼は，増税が限界に  

達する状況を直接税と間接税に．わけてのぺる。   

間接税の増税の限界紅ついては，前年3月の予算でのぺたよう紅，その増税が「原則と両  

立するかぎり」というこ．と，つまり間接税の増税はピール以降の関税，消費税の減税の趨勢  

を逆転させない範囲内で許されるということに関連する。グラッドストンは，われわれの財  
（179）  

政政策の最大の目的は「’保護貿易の悪原則」をとりのぞくこ．とであったとする。事実，貿  

易の自由化をめざす間療税の減税はピール以降成功裡にすすめられてきた。ところが，前  

年クリミヤ戦費鋼遵のために砂糖裁と麦芽税の大幅な増税がおこなわれた○ これは，グヲ  
（180）  

ッドスt・ン虹よると，貿易自由化の政策を逆転させる「第1歩」であった。そして，ルー  

クイス蔵相は1855年度予算案に．おいで16，000，000ポンドの国債発行とならんで，砂糖税，  

茶税，コ－ヒー税，印紙税，アルコール飲料税という間接諸税の増税を提案している。そとで  

グラッドストン日く，「もし下院が数年連続して戦争のため紅国の租税を大幅紅増加す  

る義務を不幸に．してになうならば，必ずあれわれは保護貿易の問題に．直面しなければなら  
（1＄1）  

ないでしょ、う。」そして「この国に．ねける最後の保護貿易主義者が死ぬ頃に，なんらかの形で  

保護関税の復活する時がくるならば，われわれ自身〔が行なう二〕よりもより強く強制的に．，戦  
（182）  

争という必然性によりもたらされるでしょう。それほ非常に不幸なことです。．」以上に明瞭  

に表われて－いるように．，間接税の増税によって戦費を調達してゆけば，これまでの貿易自由  

化のための減税ほ仝で台なしになり，保護蘭税が復活するおそれのある時点まできたとい  

うのである。そこで「われわれは，間接税の増税によって人々がこうむる圧力を減らすた  

（183） めに．あらゆる努力をすべきである。」とグヲッドストンは主張する。要するに．もほや間接税  
で戦費を調達するのは不可俄に．なってきたというのが，彼の国境賛成の1つの論拠である。   

戦費を租税でという場合，以上の間接税の他に盾按税がある。グラッドストンは．，戦費  
（184）  

を直接税でまかなうということが「純粋に仮定的であり実行不可能である」として，家屋  

（178）Ibid．，1594．  

（179）Ibid．，1800い  

（180）Ibid．，1800。  

（181）Ibidり1800～1801・  

（182）Ibid．，1801．  

（183）Ibid‖，1803い  

（184）王bidり1801，．   
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税と所得税の増税に反対する。家屋税は負担の公平の観点からいえはこれはどぴったり  

したものはない。しかし，豪屋税は徴税紅非常に困難が伴い，しかも税収入癖が現在仝税  

収入の1．5％をしめていることからもわかるようにノJヽさい。瞳接税の中の大宗であり，戦  
費をまかなう有力な財源とされた所得税についても，グラッドストソは「10％の戦時限界  

へ所得税を増税することができるか香かは蛋大なそして疑問の多い問題であると申しあげ  
く1＄5）  

なけれほなりません。」とのぺ，その増税に反対の態度を表明する。これは，前年5月の追  

加予算演説の時の主張の再述である。所得税の大幅増税に反対したのは，現行の所得税に  

ついてこはいろいろの批判があり，現行の形のままでは下院が簡攣には増税に．応じなレ、こ  
（186）  

と，そうかといって，現在の所得税を改革するのも困難であるということである0   

かくして，間接税紅ついてこも直接税に．ついても戦費をまかなうための増税が困腰である  

以上，戦費ほ国債発行によって調達するのが正当な途となる。そこで，グテッドストγほ  

ル・－クィス蔵相の国債発行政策紅全面的賛意を表したのであった。したがって，，彼は，イギ  

リスおよびわが国の定説のいうように．，クリミヤ戦費はあくまでも租税に．よってまかなう  

べきであり国債発行に．たよってほならないと主張するような絶対的国位排撃論者ではなか  
●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ■  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  

ったのである。グテッドストンは国債発行が必要紅なる時点を当初から認めて．いたのであ   
●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ■  ●  ●  ●  ●  ●  

り，その時点がくるまでは国債発行をさけ増税妃よってできるだけクリミヤ戦費を調達せ  

●●●●●●●●●●●●●●●●● よと主張して：いたにすぎないのである。1854年5月の追加予辞演説において．日く「われわれ  

は，国措を募集すべきでないと3月の議会では決して公約しませんでした。、私がその時  

申したことはこういうこと，…・すなわち，自分自身の財源（ownIeSOuICeS）からまかなう  

ようにまず第1に．努力するのが国の政策であり義務であるとわれわれは強く感じて－いる，  
（187）  

そして，そう努力することをわれわれは勧めるということでした。」要す・る紅らグラッド云  

トンは「まず第1に，少なくとも国の当座の財源（CⅥITentI■eSOuICeS）から経費をまか  

なうように合理的な努力をおこない，そして，国職制皮をそのようなやり方にたよるよう  

（185）Ibidり1592 
（186）Ib軋．，1802－Cf・ibid．，1592～1593・したがってアンダースン女史の「グラッドス   

トンもル－ウィスも現行の所得税を，土地又は公措からの安定した所得と比較して一 
時的自由職業又は企業の所得にたいして不公平であると非難するかなりの数の主張を  
考慮しなければならなかった。」（Anderson，0．．：Op Cit．ppハ 318～319．）という  

指摘は正しい。なお，ルークィスは，所得税ほ．有力な収入源であるけれども，高率の  

所得税は投資を阻止するとかたく信じていた。  
（187）3HansaI・d，CXXXIIい1461～1462 
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（188）  

な真の緊急な必要性のある将来のために・留保しておくこと」を，ナポレオン戦争時のピッ  
（189）  

†財政の反省のうえに．たって主張したのであ声。   

以上に．おいて，クリミヤ戦争財政を担当したグラッドストンとルークィスの主張および  

政策をみたわけであるが，当時の言論界においても，戦費をいか軋して調達するかが論じ  

られていた。戦費を租税でまかなうか国債発行に・よってまかなうかの問題濫ついては，国  

債は生産資本から応募されるのにたいして，租税は所得から徴収されるとし，国債で戦費  

を調達すれほ資本患が減少するけれども租税の場合には，人々を節約家にし勤勉にする，  

したがって国債発行反対，増税賛成という伝統的な主張があった0しかし，アンダー・スン女  

史によれば，19世紀中葉になると，戦時税は替惨的消費からもっぱら徴収されるというス  

ミス流の格言を無条件に主張する者ははとんどいなくなった。マカロックのような国債よ  

りも租税の徴収の方が勤倹的努力をもたらすとかたく信じている着でも，急激で轟に・重い  

租税は国伐と同じように．資本者硫を阻害するとのぺた。要するに・「かなりの数の知識人  

は，すでに．，租税と国債の対立は尖実ではなく誤解をまねくものであると考えた。いかな  

る戦争も現在の財源（existingresources）を使って遂行されなけれほならず，そして，  

租税と国債の影響ほ，同じとはいえないが少くとも調達される額が大きければ全然ことな  
（190）  

るものではないことが明白に認識された。」   

そして，租税の徴収に．ついては，所得税はその構造が問題であるので大幅な増税が困難  

であり，間接税の増税は保護貿易に．逆転するおそれありとされ，増税は議会内よりも議会  

外でより多く反対された。1855年4月I8日の『マンチ・ェスタL－・ガーディアン∬は「現在の  

租税体系からもたらされる現実的考慮は，戦争が進むに・つれて政府公措を必然的なものと  
（191）  

するのに大いに役立った。」として，国俵発行を支持した。－・般の人々も非常な増税にくら  

ぺると国債の害の方がより小さいとみなした。   

したがって，クリミヤ戦争においてはイギリ．スの政男・，言論界ともに国債発行を承認し  

てこいたわけである。したがって，バクストン氏や武田教授のような，クリミヤ戦費の半分位  

が租税でまかなわれたのは戦費を租税でまかなおうとした政策の成果であったとする主張  

は妥当とはいえないであろう。クリミヤ戦費紅しめる国債の割合が小さかったのはアンタ  

（188）Ibid．，1464 
（189）Ibidリ1472～1479  

（190）Anderson，0・：OplCit．，p・326u  
（191）Anderson，0．＝Op・Cit．，p・326 
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（192）  

－・スン女史申すでに指摘しているように・，戦争が短期間であったからであるとするのが妥  
／  

当と思われる。  

3．グラッドストンの借換政策  

1853年と1866年のグラッドストンの借換政策を論ずるに・あたって，まず19世紀自由主義  

段階のイギリスの国債政策の特色を明らかにしておく0  

19世紀自由主義段階の国債政策の特徴は，それが所謂「旧減債基金」制度であったとい  

うことに求められよう。「旧減債基金」制度とは，1786年に創設されたピット型の減債基金  

制度に代って1829年に．新しく作られ，1875年のハ－・コー・トの所謂「新減債基金」制度導入  

まで唯一・の減債基金として存続したものである。その内容ほ，簡単にいえば国債償還の財  
（193）  

源を歳出をこえる歳入部分，つまり余剰金の1部だけに限定するというこ．とである。との  

減債基金は，それ以前のピット塾のそれとは根本的にことなる。ピッチ型の減債基金は，  

その年皮の財政状況紅かかわりなく自動的に毎年度定額（1786年の減債基金法では毎年度  

1，000，000ポンド）を充当するものであった。そして，国債委員会はこの資金をもってた  

だちに．国債満場におもむき，国偵を買入れる。購入された国債は償却されず，それ紅も国  

偵利子が支払われ積立て：られ，更に多額の国債の買入れにつかわれる。そ・の結果，累積的  
（194〉  

効果をもって国債償却がおこなわれる仕組みであった。ところが，その後まもなく対仏戦  

争が勃発し，経費は急激に．膨脹した。そこで戦費をまかなうために．国債発行が必要紅なっ  

たのみならず，国債購入のために毎年充当される一・定額の財源を粘出するため紅も，国檜  

が寡集されることになった。かくして，国債が国債をよぶことにもなり，ピット塾減位基  
（195）  

金は当初の目的とは逆に国境を更紅累鎖させるテコにさえなった。  

（192）「この誉れ〔：戦費に・しめる国摺の割合の小さいこと〕は，政府の政策紅よりも予期  

せざる早期の平和に．帰せられなければならない。」（Anderson，0．：Op．Cit．，p．318．）  

なお，グラッドストンは1866年に．，クリミヤ戦費に．しめる国債の割合が小さかったの   

は戦費を所得税でまかなうことを議会が決議したためであるといっている（3Hansa工・d，   

CLXXXIII・392・）◇しかし・これは彼自身のクリミヤ鱒争当時に・おける言動と矛属する  

ものであり，自らの言動を忘却したものであるといえよう。  

（193）具体的に・は「各4季払日の30日以内に．，それ以前の4・4半期間の実際の収  

入と支出について糖算がおこなわれ，そして剰余金が出た場合にその4分の1が国債   
の償還に充当される」（tIargreaves，EL・：Op小 Cit．，p．153．）というものであっ  

た。  

（194）佐藤進：『■近代税制の成立過程』東大出版会，1965年，90貢。  

（195）ピット型減損基金は，1786年から廃止の1829年まで創設当時累積していた国債   
（240，000，000ポンド）の倍に．あたる483，000，000ポンドの法規上の「償還」をした。   
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ピット塾の減横基金の累積的償却は，佐藤教授の指摘するようにイ公儀の償還財源を財  

政余剰により，また公債の利払いを租税に．よって行なうときに．しか確保されない」のであ  

る。それらの条件は，対仏戦費のため全く保障されないことに．なったのである。   

ピット塾減債基金制度は種々の非難をうけた。非難の1つは，国債償還財源を一億額紀  

聞定することに．反対という，ピッ†型減債基金の磯構に閲す－るものであった。すなわち，  

「固定された基金ほ，国債を償還するために国境を募集するという考えと非常に密接につ  
（196）  

ながっていたので，その時の状況では受容れがたいものとなった。」このような非難のため  

に1829年ピット塑減債基金は廃止され，「国債の償還は偶然的余剰金のうまれ具合に・まか  

され筈？所謂「旧減債基金」制度が発足した。   
非難の第2は，国債償還財源の使途に関するものであった。これは1830年にオルソープ  

子爵によって主張された。臼く「私が信じているように，国債がその〔ピット型減債基金  

の〕継続によって減少するよりも，減税紅よって国の全般的富がより一層増加するならば，  

良い政策とは税金分が人々のポケットに残されるということであ彼は国債償還にあて 

る余剰財源があれば，それを減税財源にまわすことを説いたのである。このような考え方  

ほ，．一．S．ミルに．もうかがわれる。1848年に．ミル日く「富において前進しつつあり，したが  

って歳入が増加して，その課税のもっとも不都合な部分を折り紅ふれて廃止しうるカをも  

っている－このような国でほいやしくもはなはだしく異論のある和税が残存しているか  
…＝………●◆●●●●  

ぎり；思うに．，歳入の増加はこれを公債の償還に充てるよりも，むしろ相税の廃止に使用  

すべきである。したがって，イギリスの現状においては，明らかに永続的性質をもった剰  

余を政府が有するときに．は，租税を正しく選択して，それを廃止することが良い政策であ  
（199）  

ると考えられる。」また，1866年にグラッドストン蔵相は，1840年代の議会の任務は国潰の  

償還よりも貿易自由化のための間接税の減税であったという。すなわち「私は，…はぼ  

25年前の議会の第1の任務ほ，わが財政体系の全く不健全な調和しない，すなわち産業を  

束縛し国富の伸びをおさえ．る有害な影響濫関心をむけることであったということに全面的  

ところが，他方では1，052，000，Odoポンドの有基偵と50，000，000ポンドの無基伽；付  

加され，国偵残高は860，000，000ポンドになった（Buxton，S．：Finance andPolitics，   

Londo這，1888．vol．ⅠⅠ小p216．）。  

（196）Hargreaves，E．L：Op．Citl．，pr157・  
（197）Hargreaves，E．L：Op・Cit“，pl・154 
（198）HaIgreaVeS，．E・L・：Op・Cit．，p・157 
（199）Jい S．ミル著，末永茂番訳：『経済学原理』岩・政文痺，昭和38年，第5分冊，172見。   
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に賛成です。その時，もしわれわれの法律にみちみちていたような大変有害な関税の減税に 

よって．産業と通商の跳躍力を救済するかわり紅，国境の引下げ紅われわれの財源をあてる  
（200）  

ことを一般的な原則にしていたならば，それは大きな誤りだ。たでしよう。」したがって，19  

世紀自由主義段階の政界，言論界の支配的な考え方は．，余剰財源が国債償還に充当される  

以前に．まずなによりもそれは間接税，とくに．関税の減税に．あてられ，それに．よって貿易を  

盛ん托し，イギリス資本主義の発展をはかろうとするものであったといえよう0   

毎年定額を国債償還に充当できないことを，ノ、－・グリーグス氏は「旧減債基金」制度の  

「弱点」と規定して「租税，とくに．グレイト・ブリテンが苦しんでいた原材料関税の減税  

要求にほとうてい抗することはできなかったであろう。そして，そのような減税が国債償  

（20ユ） 還よりものぞましいという見解ほ正当性をもって：いた。」とする。要する紅，「旧減債基金」   
…  ＝  ■  ●  ●  ■  ●  ■  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ● 制度の下では，減債基金紅繰込まれる財源が偶然的な余剰金紅併存するという楓構上の欠   

●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ● 陥と貿易自由化のための間接税の減税に余剰金を充当する必要があるという政策上の理由  

により，国債償還は等閑にふされた。したがって，自由主義段階においては，クリミヤ戦  

争国債など2，3の国債発行をのぞいては国債発行はおこなわれなかったが，国債残高の  
（202）  

減少はにぶかった◇   

このような状況匿おける国威政策としで，利払費の削減というきわめて消極的な政策し  

かとられなかった。す小なわち「国債低速のための余剰金を確保する決意の欠如は，相対的  

に高利率をもつ国債の〔二低利率の国債への〕借換えに．よって毎年の負担を滅ずるというこの  
（別＄）  

安易なやり方に今後主に依存することを意味した。」ダラッドストン〕の1853年の借換えふ  

このような国債政策の潮流の中紅位置している。  

1829年以降の国債の低利借換えについてみると，1830年紅グール六－ン蔵相は4％国債  

を3喜％国債へと借換えた。3％国債紅借換えられた額は牒0，119，609ポンド紅のばり，  

完全に成功した。その結果，国債利払彗は753，952ポンド節約された。1834年に．オ・－ルソ  

ープ蔵相は，1826年創設の4％周偵10，622，911ポンド甲3％への借換えを試みた。これ  

は侶換えの規模も小さく，利払蟄の節約は53，115ポンドに．すぎなかった。1844年にグ－ル  

（200）3Hansar札CLXXXIII・389．  

（201）Hargreaves・EL・：Op・Cit・，P”154・  

（202）わが国でほ加藤氏がこのような見方をしている。すなわち，19世紀中葉紅おいて   

「国債残高が停滞の傾向を示したのは，直接にほ．新たな発行が僅少であったことと償   

還が積極的にほ行われなかったという事情紅よる。」（加藤：前掲論文，33貫。）  
（203）Hargreaves，E．L・：Op．Cit．，p．156．   
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バ－・ン蔵相に・より再び大幅な借換え政策がとられた。これは3％国偵を3％国債紅借換  

ぇるものであり「かつて試みられたものの中でといわれる。取扱った額ほ勿8，757，311  

ポンドに達し，利払費は年額621，893ポンド減少した。かぐそ，国債の利子率は1853年に 

（206） グテッドストン蔵相がのべたように．「われわれが下りうるはば限界凱、3％」まで低下し  

た。  

（1）1853年の借換 当時，市場利子率は全般的に．低下しており，世論も利子率は引続き  
（208）  

低下するとみなしていた0 このチ・ヤンスをとらえて，グラッドストン蔵相ほ，史上最大と  

いわれたはば10年前のグ－ルバ、－ン蔵相の借換えの約2倍の魔の借換えを試みた。この提  

案は，イギリス財政史上著名な1853年度の予算演説とは別個に1853年4月8日におこなわ  

れた。1853年皮予算演説によればその年度には．2，151，000ポンドの余剰金がでるが，そ  

のうち1，656，00qポンドは間接諸税の減税紅あて：られた0そして，借換えは余剰金に・は依  

存せずにおこなわれた。このようなことは，自由主義段階の借換え全般にみられる。すな  

わち，1829年以降の「借換えは，国債費を削減するに．あたって大い紅貢献した。しかし，  

予算余剰傘から供給されるはずの新減債基金〔「旧減債逓金」のこと〕にほはとんど依存  
（207）  

しえなかったであろうことは明白であった。」   

グラッドストンの借換えの目的は，それ以前の借換えと同様比国債費負担の軽減で■あっ  

た01853年4月8日の下院に・おいて日く「この提案によって，本委員会ほ現在支出してい  
（208）  

る国債の年経費の経対的削減を子孫にたいして獲得するであろう」。そして，借換えの中心  

は500，000，000ポンドに・達する3％コンソルと3％切下げ国債（3per cent reduced  

Annuities）の2％国債への切換えであった。しかし，これらの国債借換えをおこなうに  

は，12カ月前紅予告する義務があった。グラッドストンは，それはど巨額の国債借換え．を  
（209）  

1年前に・予告することほいかなる政府紅とっても「いか紅容易ならぬ事柄であるか」を考  

（210）  

えてもらいたいとのべ，また強制借換えほ「全く問題外である」として－とらなかった。結局  

彼は，より魅力的な条件を提示して3％国債の借換えを誘発しようとす・る自由交換制を採  

（204）Hargreaves，EL．：Op。Cit．，p．162．  
（205）3HよnsaI・d，CXXV．811．  
（206）Rees，J．F小：Op。Cit．，p．．118．  
（207）HaIgreaVeS，寧．L：OpCit。，p．164 
（208）Hansard，CXXV．832 
（209）Ibid．，飢2 

（210）Ibid．，812．   
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用した。   

3％国債の所有者にたいして，より有利なものとして提示されたのは次の3種の条件で  

あった。Ⅲ3分利付国債の所有者は，3分利付国債各100ポンドにつき，3分単利付証券の  

82ポンド10レリングを受取る。これほ，むこう40年間つまり1894年1月5日まで3ポンド  

10レリングの利子を得ることができる。（2）3分利付国債の所有者は，3分利付国儀各100ポ  

ンドにつき同じく40年間侶換えなしの新しい2分単利付証券の110ポンドを受取ることが  

できる。（3）3分利何国債100ポンドは，むこう10年間2％，次の30年間2％の固定利  

子をうる100ポンド国庫債券と交換される。これら3条件は，9，500，000ボンドに・のぽる新  

旧南海会社公債，′1751年創設の年金，1726年の銀行年金にも摘用される。この場合には，  
（211）  

この3条件が受入れられなかったら，1854年1月に額面で皆済されるということであった。   

大きな成果が期待されたこの借換えの結果はどうかというに・，削減された国債費ほわず  

か7，258ポンドであり，これまでの最低であった。つまり，失敗だったのである。借換え  

られた国離総軌465，000ポげであり，内訳は3喜％国債259，000ポンド，2喜％国債  
2，912，000ポンド，国庫債券418，000ポンドであった。バクストン氏は，借換えの失敗の原  

因について「全計画ほ東方においてふくれあがる雲〔クリミヤ戦争〕および凶作と共に広ま  

りほじめた全般的不安・－それほ，国債価格の下落によってはじめに提示された条件で所  
（212）  

有者に借換えさせる誘因を全て－排除した一によって流産した。」とのぺている。国債価格  

の下落ほ，グラッドストンの提案した翌月甲1853年5月からはじまり，1853年1月に100  

ポンド13シリング5ぺソスであったものが10月1日にほ1：92ポンド13yリングに・低下した。  

他方，銀行利子率は同年1月2％であったのが，9月にほ5％まで上昇した。  

（2）1錯8年の有期年金の創設1829年に．は，ピット型減債基金制度に代っで成立した所  

謂「旧減債基金」制度の他に．，もうひとつ別の形の国債償還制度が発足した。それは国債  

委員会妃たいして：，国債又転現金と引換えに終身年金のみならず，有期年金（annuities董or  

（211）Hargreaves，E．L．：Op．Cit．，pp．162～163 

（212）Buxton，S：Op、Cit．，VOl。Ⅰ．p．128．ク岬ズ氏がすで紅．指摘している（Rees，   

J．F．：Op．Cit。，p．120．）ように，グラッドストソ自身事態の変化を前もってみる  

めがなかったことを認めた。また，1861年のプア－・クワ（FaIq11baI・，W．R．）あての手   

紙紅おいて「時勢ゐ徴侯をいち早く識別することができないため誤りをおかしたと私  
は思っております。というのは，われわれは，事態がまさに変化しようとする直前に．お  

り，そしで全く深刻な変化であるがため紅そのような重大な操作〔国境借換〕に．ほ．不適  
当な時期だったからです。」（MoI1ey，Ju：Op．Cit．，VOlいⅠ．p、473）とのぺ，自身   

1853年の借換えが失敗だったことをみとめている。   
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terms ofyeaIS）を交付する権能をみとめるというものであった。そこ・で，永久国債の有  
（218）  

期年金への借換えという形をとって国債が償却される途が開かれた0しかし，有期年金は，  

－・般投資家に．とって魅力あるものでは．なかった。なぜなら第1に，有基債が長期的な安定  

した債券であるのに比較して有期年金ほ，元本の一部が毎年毎年支払われその価値が低下  

してゆく不安定なものだからである。第2に，1朗2年の所得税の再導入の結果，所得税が  

年金総猟，つまり利子のみならず元本にも賦課されることになったからである。ハー・グリ  

－ザズ氏把．よれば，第2の理由が有期年金を不人気にした大きな原因であり，「それは，  
（214）  

この種の年金紅たいする需要を大幅償．制限するのに．あずかっで力があったようにみえる。」  

したがって，有期年金の公開市場への売出しほ困難であり，国債の有期年金への借換は，  

もっぱら政府手持ちの国偵を充当するのみであった。グラッドネトンの1鋸6年の有期年金  

の創設も，政府の監督下に．ある信託貯蓄銀行ならびに郵便貯蓄銀行保有の有基債を有期年  

金に借換えるというものであった。   

グラッドストソが，年度当初予鈴に・おける余剰金の充当に．よって国債償還な実施しよう  

（215） としたのは1866年に．なってからである。それまでは余剰金の大部分ほ関税・消費税の減税  
に．あて－られた。その最も代表的な例が1860年度予静案であった。1860年皮には，ルー・ウィ  

スの戦時国債償還計画に．よって1，000，000ポンドの国庫債券が償還されるはずであったが，   

（213）有基潰の有期年金への借換え．とはどういうものか紅ついて，リーズ氏は説明するo   

「それ〔ここでは1866年のグヲッドストソの有期年金への借換〕は，有基依を有期年金   

へ転換すること，すなわち，利子が永久に．支払われなければならない国債を偵却して   

利子と元本の返済とを含む国債に振替えることである。勿論この年支払∨、は，有基債  

の利子より重く，したがって国債の年負担は一噂的紅増加サーる。しかし，年金が満期  

に．なった時に．ほかなりの負担軽減があるであろう。それは，実のところ，事実上不可   

侵の減債基金をつくるやり方であった。」（Rees，J．F＝‥ 
Cf・Buxton・S・：Op：Cit・，VOl・ⅠⅠ・p・28・  

（214）HargIeaVeS，E・L・：Op・Citい，p・160・  

（215）グラッドスr・ンの予算演説を適度すれば明らかなように・，1866年以前においては   

1864年度と1865年度の予鈴演説に．おいてのみ国債償還に．言及レている。1864年度の予   

鈴演説においては，1863年庭中の国債償還額が，1，000，000ボンドの国庫証券，1，994，  

000ポンドの大蔵省証券，有期年金の年支払い等合計4，966，000ポンドに．のばることが  
報告され（Bassett，Tled。‥Gladstone’sSpeeches，London，1916，p・473・），18  
65年皮の予算演説では，1864年庭中紅，国庫証券300，000ポンド，大蔵省証券2，100，  

000ポンド，「旧減債基金」に．よる購入国放939，000ポンド合計3，338，000ポンドに・お  

よぶことが発表されている（3Hansard，CLXXVIII．1093．）。  

ところで，これらの言及は，全く突然であり，いかなる理由でこれだけ大きな国債償  

還がおこなわれたのか，これらの国措償還がグラッドストソの国依政策に．おいてどの  

ような地位をしめるのか等は，現在の私紅は不明である。‾   
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それほ実行されなかった。また，同年度には各種の長期年金の満期のため，2，040，000ポ  

ンドの余裕財源が生じた㌔ハーグリー・グス氏に・よれほ，長期年金の満期の結果ういた財源  
（216）  

を使って新しい有期年金を創設するのが「健全な財政政策」である。ところが，グラッド  

ストンほ，国債償還に．ほ全く関心を示さヂ，有期年金の満期に・よってういた2，040，000ポ  

ンドを使って，関税・消費税の大幅減税をおこなった。この例にみられるように・グラッtデ  

ストンは．，Ⅰ866年までほ余剰財源を大部分減税に．あてた。したがって，「彼の財政行政の  

全期間中，グラッドストン氏ほ国債の特殊的削減（specific reduction）と租税の現実的軽  

減との間の釣合を全く考えなかった。全ての利用しうる余剰金ほ減税に・まわり，国債の償  

却に」は全くまわらなかった。そして，現実の財政改革の時期がおわった後も，減税がつづ  

いた。・そして，1866年までは－その時500，000ポンドが提供されたが叫－1年に．つきわ  

ずか200，000ポンドが国債紅充当されていた把．すぎず，それの10倍の額が1860年以降その  
（217）  

目的以外のものに流用されたのである。」というバクストン氏の指摘ほあたっている。か  

くて，グラッドストソ蔵相は，rl日減措基金」制度下に．おいて，貿易自由化のための間接  

税の減税を優先し，国債償還にはきわめて消極的であったのである。その点で，イギリス  

自由主義段階の国盾政策の典型をなすといえ．よう。   

このように国債償還紅大変消極的であったグテッドストン蔵相が，彼の生涯紅おいては  

じめて－そして最後であるが一余剰金の充当による国債償還を提案した。そ・の提案  

は，1866年5月3日に．提出された予算演説において示された。まず第1に，なぜこの時点  

紅おいて彼が余剰金の充当に．よる積極的な国債償還紅のりだしたのかが究明されなければ  

ならない。   

この原因に．ついて－は，研究者の間で若干見解の相異がみられる。ひとつの見解は，グラ  

ッドストンが国偵償還を積極的にとりあげた原因として，i7．f．グォyズ（Jevons，W．S．）  

の主張した「石炭問題」を重祝する。たとえば，ハ・－スト氏は「ジ′ェヴォソズの晋物が下  

院で引用された。そして，決定的でないかもしれないが，それは蔵相の財政政頚を啓発す  
（218）  

るのに盾接的な影響を明らか把．もった。」と1931年に小っている。わが国では加藤氏がこの  

（216）HaIgreaVeS．E．L小：Op Cit．，p．173．バクストン氏も，ういた2，000，000ポンド  
ほ国債の削減にあてられるぺきものであるという（Buxton，S．：Op．Cit．，VOl一Ⅰp．   

168い）。  
（217）Buxton，S．：Op．Cit．，VOl．‡．p．216．  
（218）HiI如，F．W．：Op．Cit．，p．226 
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説にたち，発展させた形でより綿密な論述をしたうえで「グラッドストンが国債政策の－ 

大転換を議会に要請した所以ほ，ジーエザォソズに・よって提起零れた石炭資源の枯渇紅とも  
（219）  

なうイギリス資本主義の前途に．たいする不安という問題を契機とし」たと主張する。この  

ような説に．たいして，ハーグリ・－ザス氏ほ，「石炭問題」はグラッドストンが国債償遼に取組  

むようになった原因の「どく一部」であり，原因の「第1ほ，財政改革の目的がはとんど大部  
く220）  

分速成された。」ということであると1930年に指摘している。私は，ハーグリ－ブス氏の説  

が正しいと考える。なぜなら，われわれが喋喋するまでもなく，グラッドストン自身が明確  

に国債償還を取扱うように．なった理由を次のようにのぺているからである。日く「財政部門  

における今でほむしろ長いといえる私の経験によると，議会が国債の状態と動向の問題に  

ついてこれまで払ったよりもより大きい関心を払うのに適した暗が，控え目にいっても来  

たと私は確信します。私ほ，はば25年前の議会の欝1の任務はわが財政体系の全く  

不健全な調和しない状態，すなわち産業を束縛し国富の伸びをおさえる有督な影響に．関心  

をむけることであったということに．全面的紅賛成です。その時，もしわれわれの法律にみち  

みちていたような大変有害な関税の減税に．よって産発と通商の跳躍力を救済するかわり  

に，国債の引下げにわれわれの財源をあてることを－・般的原則にしているならばそれは大  

きな誤りだったでしょう。しかし，今やわれわれは，その最も必要な仕事の大部分を終了  

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●● したのです。租税制度に．おける改革の仕事をここまで進めてきた現在では．，私は，わ   

●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●     ●  ●  ●  ●     ●  ●  ■  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ● れわれの行動のルールを若干修正する時がきた，すなわち，国債の状況と動向を真剣に．考  

… … ＝ ◆ … … ＝（221） えるぺき時がとに．かくきたと思います。」したがって，グラッドストンが国償の積偲的な償  
還に．のり出した基本的な理由は，ピ・－ル以降の財政政策の中心課題であった貿易の自由化  

のための関税・消費税の減税がはば達成され，余剰財源を減税以外にふりむける余裕がで  
（222）  

きたということである。  

（219）加藤：前掲論文，31真。  
（220）HargIeaVeS，E。L：Op。Cit．，p小175 

（221）3HansaId，CLXXXIII．389～390．グラッドストンの国債償還の原因として「石炭  

問題」をあげるハ・－スト氏，加藤氏などは，グヲッドスr・ソのこの－・節を全く無視し  

ていることを指摘レておきたい。  
（222）たしかに，グヲッドストンは，ジ．ェグォ・ソズ著『石炭問題』を1郎6年はじめに．マク  

ミラン氏から送られで読んだ。グラッドストソは，同年1月24日付の手紙で「私は，  

それ〔『石炭問恩』〕を注意深くかつ大変感心をもって通読いたしました。それほ，私紅  

深い感銘をあたえ，国偏弾．関してのわれわれの任務について私が長い間いだいてい   

た，しかもますます深まってゆく確信を更紅強固にしました。」（H加St，F．W．：   
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そして，グラッドス†ンはとくに1866年度を選んだ理由を3つあげている○第1は，公  

信用が比較的安定していること。つまり1866年恐慌の直前の好況により利子率は上昇して  

いたがその割にはコンソルが大幅に．下落していないということである。日く「現在支配的  

な高利率（price of money）を考慮すると，国債（価格〕があまり大幅に下落していないこ  
（228）  

とを私自身ほよろこんでいま・す。」第2は，翌年に有期年金の満期により600，000ポンドの  

余裕財源が生じ，今年度の国債操作によって生ずる経費増加を埋合せることができるこ  

と。欝3ほ，国債償還についてジャーナリズムが政府紅好意的な主張をし，粒論を国債間  

題に．むけていること，つまり，政府が国債償還を議会に提案するための「道を事実上とと  
（224）  

のえてくれた」というわけである。この節3の理由が，当時やかましく試論されていた石  

炭問題である。したがって，「石炭問題．」はハーグリーザズ氏のいうように．国債償還を実  

施するさいの1つの理由にすぎないのである。   

グラッド．ストンほ，「石炭問題」という形で国債償還の必要なことを「土地と不動産一一 

（225） 般をもづ階級」に説く。彼によれほ，イギリス資本主義がアメリカ，フランスを引離して  
世界の資本主義国の先頭に・た▲つているのほ，他国よりも安価な石炭を入手することができ  

るからである。このような前提条件をもうけたうえ．で，グラッドストンは，20年，30年前紅 

は問題に．ならなかったが，最近の石炭消費藍の増加の結果イギリスの石炭資源の枯渇の問  

題が学者の間で論じられているとして，次のような問を，すなわちl‾さしあたり，われわ  

れが他の全て．の諸国よりも安価に石炭を生産することを幾世代に・もわたって：継続出来ない  
（228）  

であろうと仮定するとどういうことになるか」という間を発する。先の前提とこの仮定とか   

op．cit．，p．225．）と記している。しかし，石炭資源の枯渇の面から国債償還を説く   

汐エ．グォン女その人にあてた同年3月6日付の手紙では，グラッドストンは「産発の   

開放の大事業があらかた遂行されないうちに．国債償還虹非常阻力をそそぐことは早計  
であり，誤ってさえいるでしょう。」（Hirst，F．W・：oP．Cit小，ppl・225～226．）との   

ぺ，国債偽造ほ関税・消費税の減税完成の後に．ほじめて問題庭なることを説いてい  

る。つまり，グラッドストソは国疏償還に．あたって「石炭問題」よりも「産業の開放  

の大事業」が完成されているか否かを重視していたわけである。さらに，1867年にグ   

ヲッドストンの国債償還提案を引継いだディズレイクイ蔵相も，国境償還を実施する   

契枚を「石炭問題」におくことを排した。彼は，「はとんどの財政改革はすでに実施ずみ   

である」とし，麦芽税以外に国の産業を不当に．干渉するものはないが放に「国債償還   

問題に．より大きい注意を払う時期がきた」（Buxton，S．：Op．Cit．，VOl．ⅠⅠ．p．27．）  

とした。  

（223）3HansaI・d，CLXXXI‡【．390．  
（224）Ibidり391 

（225）Ibid．，3賂  

（226）Ibid，400 
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ら当然イギリスの優位はゆらぎ第2位のアメリカが先頭匿たつという答えがでる。その結  

果，イギリスの家賃・地代・利潤・賃金が下落守る。その場合，グラッドストンに・よれ  

ば，労働者はよりよい賃金を求めて．－，また，動産の所有者ほよりよき利潤を求めてそれぞ  

れアメリカに．移住してゆく。その時，不動産の所有者である地主・家主は，個人的紅ほ．移  

住できても所得をうむ対象は土地であり家屋であり，それは．移動できない。「その結果，  

国債の負担・－・それは現在ほ劇産，利潤，そして地代に．、大まかにいって後2つに．よって  

全面的紅荷われている－－」は，国の土地、家屋そして工場にたいする全面的な永久的抵当  
（22ア）  

として．残るでしょう。」このような将来の事態に対処するために，国債負担の軽減が必要だ  

というのである。  

「石炭問題」を重視する加藤氏ほ，以上のグヲッドストンの主張を「彼ほ，イギ．リス資本主  

義の停滞，そ・の国際的優位からの脱落，租税収入の減少の危険性のうちに．，国債発行の可  
（228）  

能性を感じとった」と解釈する。20世紀中葉の人間のめからみれば，たしかに．イギリス資本  

主義ほ19捷紀末以降停滞の傾向を示し，国際的優位から脱落することは明白であるが，イギ  

リス資本主義の黄金時代の19世紀中弟において．いか紅グラッドストンといえ．どもそれはど  

の洞察力をもっていたかどうかほ疑問である。1866年のグラッドストンは，現在イギリス  

ほ「通商時代」といわれる時代紅．あり，外国貿易は常紅増大し，5年毎に新段階紅突入す  

るはどの発展を示しているとして∴「これから先20年，30年又ほ50年，いや何年先までかは  

いえないが多分それ以上，われわれはこの国の通商－それは現在でさえも全体で少くと  
（229）  

も25年前の3倍であると私は思う－のより一層の発展と拡張を予想しております。」と断  

言している。そして，彼ほ「われわれほ，今日，すなわち富と繁栄の時代にわれわれの大  
（230）  

きな抵当負債を削減すべきではないでしょうか。」と．いう。要するに・，グラッドストンほ，   
●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  ●  

●  ●                                                   貿易の自由化を達成し平和で経済的に繁栄しでいる今日こそ，今まで等閑視してきた国墳  

償還濫．財源をむけるペきだと主張したのである。  

1866年皮の予算案に．おける余剰金ほ1，350，000ポンドであったが，木材関税の廃止，ブ  

ドウ酒税の減税などの減税に562，000ポンドが資された。残りの788，000ポンドを使って－，  

国債侶換えが提案された。第1は，政府の監督のもとにある信託貯蓄銀行と郵便貯蓄銀行  

（227）Ibid，．，401．  

（228）加藤：前掲論文，30貢。  
（229）Hansard，CLXXXIII．398 
（230）Ibid・，403 
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との手持ちの有避償24，000，000ポンドを1885年満期の有期年金紅侶換えるというものであ  

った0この借換え紅ともなう経費は502，000ポンドである。この借換え操作をグラッドス  

トソは‘‘A”方式と命名し，更に・“B”方式というのを提案する。これは「余分の配当金  
（2＄】）  

（Spare dividends）を再投資すること，すなわち再借換すること」である。すなわち，有  

期年金のうら預金者濫・よる預金引出しの請求をこえる部分を国偵償還にあて，有期年金に  

借換えるというものであった。   

こ・のような借換えほ，規模も小さくグラッドストソ自身みとめているように．画期的なも  
（282）  

のでもなかった。そして残念なこ．とに・この借換えはグラッドストンに．よって了は実施されな  

かった。つまり，この案が議会を通過しないうちに．，第3次ラッセル内閣が辞職したからで  

ある（1866年6月26日）。もっとも，‘‘A”方式だけは，グラッドストン紅代って蔵相紅なっ  

たディズレイジイによって実施された。   

かくして，自由主義財政政策の立役者として．撃々しい活躍をしたグラッドストンも，国  

債償還においてほ皆目といってよい位成果をあげえなかった。グヲッドストン自身1郎1年  

に・率直紅告白している。すなわち「国債の償却ほ，私が常に大きな関心をもち，それが成就  

きれるのをこの目でみたいと強く思っていた事柄です。〔しかし〕この方面に．おけるわれわ  
（283）  

れの活躍が本来あるべきはずの規模であったとは私は決して考えでおりません。」彼は，た  

しかにイ出国に此校してのイギリス国債の負担の重さを痛感しており，国富の増大紅より国  
（234）  

偶の負担が軽減されるという考えを排した。しかし，その軽減は，「旧減債基金」制度と  

いう機構上の制約と貿易自由化のための間接税の減税優先という政策上の理由により，積  

極的に．おこないえなかった○そして．，世論もこのような政府の政策を支持していたのであ  

る。バクストソ氏は「たしかに，クリミヤ戦争後長い間世論は国債の償還よりも減税に賛  

成した。1〔しかし〕漸次髄論は変化した。・そ・しで，この15年ないし20年の間に大衆は重  
（235）  

い国債負担を軽減しようとする気持ち紅だんだんなってきた。．」と1888年に記してい畠。結  

（231）Ibid．，406．  

（232）Hargreaves，EL．でOP．Cit．，p。180．91－ズ氏も，「あまり野心的なものでは  
ない」（Rees，J。F。：Opn Cit．，p．142．）と評している。  

（233）Buxton，S．：Mr．Gladstone，p．147 
（234）1864年の予算演説に．おいて「この国の国債ほ，私に．とっては非常に強固なおそろ  

しい事実に思え，富と繁栄のただ申にあってさえ，深刻かつ蛮大なものである」（Bass   
・ett，T．edい：Op．Cit．，p．474り）という。  

（235）Buxton，S．．：Finance and Politics，VOl．Ⅰ．pp．168～169．   
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論的に．いえぼ，「実に．国儀の処理紅おいてグヲッドスト・ン氏は強固でもなかったし，幸運  

でもなかった。彼は国債の持碗的償却の逸の重要性を十分に．認識していたようにほ決して  

みえなかったし，他方そのために彼が実施した2つの操作－1853年の国債の一部借換え  
（ヨS¢）  

と1866年の若干の有期年金の創設－はともに成功しなかった。」というバクストン氏の評  

価が正鵠をえているといえよう。（未完）  （1967．5・5）  

（236）Buxton，S・：Mr・Gladstone，p・147・   
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